
 

教育警務委員会・県外視察報告 

 

１ 調査日 

令和６年７月16日（火）～令和６年７月18日（木） 

 

２ 出席委員等 

八嶋浩久委員長、谷村一成副委員長、瀬川侑希委員、亀山彰委員、 

永森直人委員、武田慎一委員、火爪弘子委員、米原蕃委員 

（その他、執行部が参加） 

 

３ 調査の概要 

○令和６年７月16日（火） 

(1) 広島県立広島叡智学園 

調査項目：特色ある学校づくりについて 

応 対 者：広島県立広島叡智学園 

内 容：広島県立広島叡智学園は、「学び改革」を先導的に実践する学校と

して、平成31年度に新規開校した。 

全生徒に対し６年間のＩＢプログラムを実施し、成績は、テストで

はなく成果物で評価される。オープンスクールには400組程度が参加

し、中学入試の志願倍率は７～10倍程度、高校は海外生の受け入れの

み行っている。 

学校は、自然豊かな離島・大崎上島にあり、開放的な造りの校舎・

寮のもと、250人超の生徒が学んでいる。うち広島県外出身者は４割

程度である。また、生徒は「島親」制度などにより地域とも交流し、

地域の理解と応援を受けている。 

現在の最終学年が初の卒業生となり、進路として、海外進学を希望

する生徒が多く、ディプロマ取得に向けて生徒・教職員ともに取り組

んでいた。 

 

 
会議室にて 

 
校舎見学の様子 



 
授業風景見学の様子 

 
集合写真（図書館にて） 

 

○令和６年７月17日（水） 

(2) 広島県警察本部 

調査項目：安全な地域づくりについて 

応 対 者：広島県警察本部生活安全部生活安全総務課 

広島県議会事務局 

内 容：県民らと連携して行う「減らそう犯罪」広島県民総ぐるみ運動は、

「犯罪機会論」「割れ窓理論」等に基づき犯罪の発生を予防すること

を目的に、平成15年から開始した。 

現在まで５期にわたり運動が継続され、第４期までの広島県内の刑

法犯認知件数は右肩下がりとなるなど成果があった。過去には広島大

学との連携協力事業も実施している。 

今期においては、「意識づくり」「地域づくり」「環境づくり」を柱

として運動が行われている。具体的には、学校における防犯教育、広

島県警察安全安心アプリ「オトモポリス」や「減らそう犯罪高校生Ｃ

Ｍ甲子園」による意識啓発、地域住民による「ながら防犯」の推進、

大学生防犯ボランティアとの連携、防犯カメラ等のハード面の整備に

取り組んでいる。 

 

(3) 広島県教育委員会 

調査項目：民間出身教育長の教育改革について 

応 対 者：広島県教育委員会管理部 

〃   学びの変革推進部個別最適な学び担当課 

内 容：広島県においては、「学びの改革」の一貫で、主体的な学びを目標

に、入学者選抜制度の改善や不登校等児童生徒への支援の充実が行

われてきた。 

入学者選抜制度については、令和５年度選抜より、調査書の簡素化

や全志願者が「自己表現」をするなどの改善が行われた。実施にあた



り、事前に中高校長へのアンケートやパブリックコメントを行い、方

針や時期を検討している。なお、令和６年度選抜にあたっては、令和

５年度選抜を評価・反省し、更に改良を行っている。 

また、不登校等児童生徒への支援については、担当部門を新設し取

り組んでいる。市町村支援として、指定校の環境整備を補助したほか、

現在は、教員加配や学校訪問による教員の資質向上を図っている。ま

た、県において、学びの場としてＳＣＨＯＯＬ“Ｓ”を設置し、オン

ライン利用も可能にするなど、全県的な取り組みを行っている。 

 

  
議事堂・第５委員会室にて 

  
集合写真 

 

○令和６年７月18日（木） 

(4) 大阪府立水都国際中学校・高等学校 

調査項目：特色ある学校づくりについて 

応 対 者：大阪府立水都国際中学校・高等学校、学校法人大阪ＹＭＣＡ 

大阪府教育庁教育振興室高校改革課再編整備グループ 

内 容：大阪府立水都国際中学校・高等学校は、グローバル人材を育成する

ことを目的として、平成31年に大阪市が設置し、令和４年度に大阪

府へ移管された。開校当初より、大阪ＹＭＣＡが指定管理法人とし

て学校の管理・運営を行う、国家戦略特別区域法を活用した公設民

営学校である。 

ＩＢコースを選択した生徒に対し、高校２年生から２年間のＩＢプ

ログラムを実施している。中学、高校ともに入試がある。ＩＢコース

以外の生徒も、英語で数学や理科の授業を受けるなどしている。ＩＢ



コースの卒業生は、国内外の大学に進学している。また、長期留学中

の生徒がいるほか、短期留学や海外研修を多くの生徒が経験する。 

校舎は、新築部分と元小学校の校舎を改修した部分があり、ＩＢ認

定校として必要な環境整備等が行われていた。 

 

(5) 大阪府教育庁 

調査項目：高校再編について 

応 対 者：大阪府教育庁教育振興室高校改革課再編整備グループ 

内 容：大阪府では、平成25年から「再編整備方針」をたて、高校再編を実

施してきた。現在は、令和５年３月に策定した方針に基づく５か年

の「再編整備計画」により、府内公立中学校卒業者数の推計をベー

スに、令和５年度から令和９年度の間に９校程度の募集停止の公表

を見込んで再編を進めている。 

なお、大阪府立学校条例には、「入学を志願する者の数が三年連続

して定員に満たない高等学校で、その後も改善する見込みがないと認

められるもの」と再編対象の基準が規定されているが、各校での特色

づくりの状況や就学機会の確保や地域での役割などの観点から、慎重

に検討されている。 

また、閉校だけでなく、教育充実化のため、学び直しを行うエンパ

ワーメントスクールや多様な学びを提供するステップスクールの整

備が行われている。 

 

 
会議室にて 

 
授業風景見学 

 
図書館見学 

 
記念撮影（学校・教育委員会） 

 


